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観光危機管理計画・マニュアル策定の支援
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対応マニュアル作成のための指針
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観光危機管理計画・マニュアル策定の支援
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＜2022年3月公表予定＞

観光危機管理計画等
作成の「手引き」

＋
素案作成用「ワークシート」

＜2022年4月～＞

自治体やＤＭＯ等における

観光危機管理計画・マニュアル策定

今回の説明
・作成上の考え方
・ポイント、留意点 など

今後の期待



「手引き」の構成

4

●非常時に「自治体、観光関連団体（DMO）等」に
期待される役割と、「宿泊・観光施設、交通事業者等」
に期待される役割は異なる。

→「自治体・DMO版」と「事業者版」に分けて作成

●「手引き」は「①減災」「②危機への備え」
「③危機への対応」「④危機からの復興」の
４つのフェーズを想定 して構成。

●「手引き」や「ワークシート」では、検討プロセス
において確認すべき状況についても示唆。

→ 地域防災計画等における観光危機管理の位置づけや
関連性も確認



「手引き」の構成
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この章、項での
検討内容の概略

実際に記載すべき
ワークシートを提示

ワークシート記入時の
ポイントや留意点



観光危機管理計画等の作成時の課題
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モデル地区（函館市、御殿場市、長崎市）にてワーショッ
プを実施➡「手引き」に反映

＜モデル地区共通の課題＞
⚫ 従来「観光関連部局」と「防災関連部局」の接点が少な

く、観光危機管理計画策定における連携がとりにくい。

⚫ 両部局間に協力・連携する意思があっても、「観光分野
の防災・危機管理」という発想や理解が乏しく、具体的
な検討が進みにくい。

⚫ 自治体職員は、観光客や旅行者との対応経験が乏しく、
災害時にどう対応してよいかが分からない。

⚫ 既存の防災計画等では、災害時の観光客に対する具体的
な対応や対応体制等が規定されていない。



観光危機管理計画等の作成時のポイント
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モデル地区（函館市、御殿場市、長崎市）にてワーショッ
プを実施➡「手引き」に反映

⚫ 「観光危機管理計画」の検討・策定では、行政の観光・
防災部局にDMOや観光関連事業者が参画することが重要

⚫ 発災時の観光客の安全確保・避難誘導などは主に観光関
連事業者の役割：行政の役割は事業者のサポート

⚫ 既存の防災計画等を踏まえ、観光客・観光事業者の危機
対応と備えに必要な内容を補完する計画とする

「ワークシート」を使って関係者間で話し合い、計画の
“たたき台（素案）”を作成します。それをもとに実際に
実行可能な観光危機管理計画を検討してください。
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〇この目的は計画・マニュアルの策定・活用に関わる自治体
や地域の観光団体・観光事業者、観光客、観光事業従業員、
そして地域社会に対して、「観光の安全と安心」への備え
を伝える明確なメッセージとなります。

「手引き」活用上のポイント
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〇地域外で発生する災害・危機であっても、その影響が地域
内の観光客・旅行者や観光事業者に及ぶ可能性があるもの
は、観光リスクとして記載します。

「手引き」活用上のポイント



「手引き」活用上のポイント
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〇「発生確率・頻度」×「観光への影響度合い」により、優
先して備えるべき災害・危機を特定します。

〇計画策定に関わる人でワークショップを実施、想定される
危機・災害をリストアップし、マトリックスを作成すると、
関係者の防災・危機管理の意識醸成に繋がります。
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〇地域で想定される災害・危機のうち、「発生すると観光
客・旅行者や地域の観光事業者に大きな影響を及ぼす」も
の１つを、優先的に備えるべき災害・危機として選定。

〇最優先で備えるべき災害・危機について対応や備えを検
討・整理し、計画・マニュアルを作成します。その後、優
先度の高い他の災害・危機への対応も計画します。

まずは一つからスタートし、観光危機管理の考え方を習得！

「手引き」活用上のポイント
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〇「危機・災害により発生する事象」と「旅行者・観光客へ
の影響」を可能な限り具体的に記載します。

〇旅行者・観光客への影響を防止・軽減するためにどのよう
に対応したらよいかを検討します。

〇迅速かつ的確に対応するための「備え」を検討します。

「手引き」活用上のポイント
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〇最悪の状況でも観光客等の安全・安心を確保できる危機対
応や備えを検討します。

〇観光客・旅行者がどの範囲から訪れるか、旅行特性、滞在
エリア、来訪手段等についても、可能な範囲で把握します。

「手引き」活用上のポイント
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〇直接的な施設への被害や営業への影響（機会損失）のほか、
事業者の経営・事業運営上のリスクや従業員の雇用など、
事業者・従業員に及ぶさまざまな影響を想定します。

「手引き」活用上のポイント
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〇地域防災計画等に旅行者・観光客への災害時の対応や観光
関連事業者の事業継続支援等が記載されていない場合は、表
に「記載なし」と記入。
〇地域防災計画や関連する計画・ガイドライン・マニュアル
等の既存計画の内容を参照します。

「手引き」活用上のポイント
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〇既存計画等に記載されている危機・災害発生時の観光客へ
の対応に関して、「誰が」（対応の実施主体）、「誰に」
（どのような旅行者・観光客を対象にするのか）、「何
を」（具体的な危機対応や支援内容）を抽出し記入します。

〇記載されている内容が具体的でない場合は、観光危機管理
計画や危機対応マニュアルで具体化します。

「手引き」活用上のポイント
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〇災害時の観光客・旅行者の避難受入のために自治体や民間
事業者が設置する避難施設を記載します。

〇市町村の指定する主に住民向けの避難所・緊急避難場所で、
観光客・旅行者の受入が可能なものを記載します。

「手引き」活用上のポイント



18

〇平常時にウェブや印刷物等いつでも参照できる媒体を通じ
て、避難場所・避難施設を観光事業者に周知します。

○観光協会やDMO、観光関連団体等を通じて事業者に周知する
方法もあります。

○災害発生時、観光施設外にいる人も含む地域内の観光客・
旅行者に、安全を確保できる避難場所・避難施設の情報を
提供する手段を準備しておきます。

「手引き」活用上のポイント
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〇災害の発生が間近に予想される時は、地域内や観光施設内
にいる観光客・旅行者、観光施設従業員に警戒情報を早め
に提供し、早期帰宅や安全確保の行動を促します。

〇来訪予定者に対し、来訪の中止や延期を呼び掛けます。
〇地域外で発生する災害が観光客・旅行者に影響を及ぼす可

能性がある場合は、その情報を収集・提供します。

「手引き」活用上のポイント
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〇危機・災害により観光客・旅行者への影響が予想される場
合は、観光客・旅行者に早期の帰宅を促し、来訪を中止さ
せることが観光客への災害リスク低減の有効な対策です。

〇どのような状況になったら早期帰宅・来訪中止を促すかを
定めておくことで、対応の遅れを防ぐことができます。

「手引き」活用上のポイント
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〇観光事業者を通じて伝える方法も記載。例えば、団体旅行
等であれば、添乗員、ガイドを通じて情報伝達。

〇外国人を含む個人旅行者には、本人が早期帰宅・来訪中止
を判断をするために必要な情報をわかりやすく提供・発信
する方法を予め具体化。

〇来訪予定の予約客に来訪中止や来訪延期を促すためのキャ
ンセル料減免措置等も併せて伝えます。

「手引き」活用上のポイント
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〇「災害対策本部」
が設置されない場
合でも、観光客・
旅行者や観光事業
者に影響を及ぼす
危機・災害が発生
した場合には、観
光関連部門が「観
光危機対応体制」
を立ち上げ。
〇判断基準も検討
〇設置場所は代替
案も想定。
〇他機関・団体等
の連携も要想定

「手引き」活用上のポイント
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〇想定した「危機・災害時の旅行者・観光客が被る影響」を
低減するために旅行者・観光客が求める情報を整理。
〇発災後の時間経過とともに求める情報も変化。
〇交通機関や道路の通行情報は地域内だけではなく、隣接す
る地域外の状況も重要。

「手引き」活用上のポイント
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〇「災害時に旅
行者・観光客が
求める情報」で
整理した情報に
対して、具体的
に収集するため
の情報源と、情
報収集法をとり
まとめ。
〇発災時、通信
手段が不通にな
る恐れがあるた
め情報収集方法
は電話、代替案
も要検討。

「手引き」活用上のポイント
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〇収集した情報を
旅行者・観光客
に伝える具体的
方法。
〇発災時の現場
は対応で手いっ
ぱいなため、自
治体や DMO等が
情報収集を支援。
〇通信機器等に
頼るのみではな
く、「張り紙」
というシンプル
な方法も有効。

「手引き」活用上のポイント
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〇発災時、情報の錯
綜を防ぎ、現地の正
確な情報を的確に
伝えることは、旅行
者・観光客への危
機・災害の影響を最
小化し、危機・災害
に伴う風評被害を防
止。
〇情報提供テンプ
レートを準備しておく
ことにより、発災時
には「（空欄）」のみ
を新規に書き込むだ
けで素早い情報提
供が可能。

「手引き」活用上のポイント
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〇情報の収集対象は「地域内」の観光関連の被災・営業関連
状況とし、それを「地域外」の観光関係者や観光客等へ情報
発信するという視点で検討。
〇「災害時に旅行者・観光客が求める情報」を「情報源」で
収集し、それを「旅行者・観光客への情報提供」で発信する
流れを確認しながら系統図を作成。

「手引き」活用上のポイント
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〇どのような災害状況で
地域内の観光客・旅行者
の緊急安全確保のための
対応を行うか事前検討。
〇突発的な発災と、災害
が短時間のうちに発生す
ることが予想される時に
分けて検討。
〇地域外の火山噴火によ
る火山灰の降下、地域内
外をつなぐ交通機関の運
休、遠方の巨大地震によ
る津波被害等が発生した
場合なども想定。

「手引き」活用上のポイント
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〇多言語対応が必要となる場面は、外国人旅行者に対する情
報提供（早期警戒情報等）、発災後の避難誘導・救護、一
時避難所等での対応、旅行継続・帰国支援など。

〇一時滞在施設等での外国人旅行者の対応準備では、一時滞
在施設等までの案内・誘導の方法、施設での支援内容の説
明、外国語対応スタッフの配置確認。

〇外国人旅行者の帰国困難者、安否確認では、氏名・国（地
域）・パスポート番号を記入できるリストを予め準備。

〇自動翻訳機や指差し会話シートの活用による多言語コミュ
ニケーション、国際交流協会等との連携も検討。

「手引き」活用上のポイント



30

〇災害備蓄は基本的に住民用を想定しているので、観光客・
旅行者へ提供可能な備蓄品目や数量を確認。

〇食料品・備蓄品等については、現実的に可能な範囲で文化
的多様性やアレルギー等に配慮。

〇危機・災害時には、流通事業者や飲食店、宿泊施設等の食
料在庫の提供に関する連携や協力等の依頼も検討。

「手引き」活用上のポイント
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〇帰宅困難者対策は、主に近隣からの通勤・通学者等を対象
とし、遠方からの観光客・旅行者の移動・帰宅支援には適
用しにくいことが多い。

○交通機関の運休情報・運行の見通し、道路等の被害状況及
び復旧の見通し、代替運送手段等。

○災害用情報ポータルサイト等に集約しているのであれば、
そのサイトを参照するだけで情報収集が可能。

「手引き」活用上のポイント
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〇外国人旅行者の移動・
帰国支援は宿泊先や次
の目的地までの移動・帰
国支援に関する情報提供、
外国人旅行者へ提供す
る情報チャネルの整備、
国際空港等までのバス等
のチャーター手配など。
○一時滞在施設等では外
国人旅行者が利用する
施設を指定し、通訳ガイド
を派遣するのが有効。
○外国公館は自国民保護
に注力するため、彼らと
の連携は非常に有効。

「手引き」活用上のポイント
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〇外国人を含む観光客・旅行者を主要な対象とした訓練。
○行政の各種訓練においても、観光関連団体や事業者の参画

を促し、共同実施が有効。
○大規模訓練だけではなく、机上訓練や情報伝達訓練など、

個別に「身近で出来る事を行う」ような訓練が望ましい。
〇自治体や観光関連団体、事業者が参加する訓練は、観光危

機管理計画の周知、理解促進の機会。

「手引き」活用上のポイント
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〇「危機への対応」は「危機発生時以降」に実施すべき内容
であり、「迅速かつ的確な災害・危機対応のための準備」に
対して、実際に危機・災害が発生した時の対応について記載。
〇これまでの検討内容を下記の手順で過不足確認が可能。

①想定した危機・災害が発生し、旅行者・観光客
や観光事業者へ影響が発生したと仮定

②発生した影響に対し、「危機への対応」規定した内容で
過不足なく対応できるかどうか検討・確認

③対応内容を実現するための準備として、「危機への備
え」の内容が十分かどうか検討・確認

「手引き」活用上のポイント
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〇観光危機管理計画としての「４つのフェーズ」では、①減
災→②危機への備え→③危機への対応→④危機からの復興と
いった流れであることから、「対応内容を実現するための準
備」→「発災時に実施すべき対応内容」。

〇観光危機対応マニュアルなど、より危機・災害時の「対
応」に主眼を置いた場合は「発災時に実施すべき対応内容」
→「対応内容を実現するための準備」の方が理解しやすい可
能性がある。

〇「準備」と「対応」を入れ替える場合、作成した図表やテ
キストを移動するなど、分かりやすい編集にアレンジが必要。

「ワークシート」から観光危機管理計画への変換について

「手引き」活用上のポイント
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〇危機・災害が終息した後、地域の観光受入環境を危機以前
より良い状況に復興させること（Build Back Better）を目
的として、自治体の観光復興計画を策定。

○ここでは、観光復興計画の大きな枠組みを予め準備。
〇早期回復が見込める国内観光施策を先行させ、その後の外
国人旅行者に関する施策を踏まえた対応内容も検討。

〇予算（資金）は観光予算の組み替えや観光振興基金、観光
復興目的のふるさと納税や国からの臨時交付金、観光復興
目的のクラウドファンディング等。

「手引き」活用上のポイント
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〇平常時に具体的に検討するが、被災状況により展開も異な
ることから、現時点ではアイデアレベルで多めにストック。

○優先的にアプローチする市場や観光商品を定め、誰が、い
つ、どのような媒体を使って発信していくかを検討。

○プロモーションはタイミングが重要であり、地域の復興状
況（予約数、来訪者数など）を注視しながら慎重に判断。

〇自治体等は「もう普通に旅行して大丈夫」というメッセー
ジを伝える必要があり、さまざまな方法で現状を発信。

〇旅行市場に向けて復興・復旧に関わるポジティブな情報を
積極的に発信し、地域としての復興プロモーションやキャ
ンペーン、公共交通機関等も巻き込んだイベントなど、観
光関連事業者単位ではできない復興策を策定。

「手引き」活用上のポイント
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〇情報の錯綜や風評発生を防ぐため、広報窓口を一本化。
〇風評被害を防止・抑止するため、ウェブサイトやSNS上で正
しい情報を提供するとともに、定点カメラ等により地域の状
況を可視化し、現場のリアルな情報をウェブ上で提供。
〇掲載内容やSNSの投稿を監視するAIシステム、アプリ等を活
用し、ニュースやインターネット等の媒体をモニタリング。
〇観光関連事業者にも各種媒体でのモニタリングを依頼し、
誤認情報を集約するような仕組みを予め構築。

「手引き」活用上のポイント



おわりに

是非、観光関係者が集い、

「手引き」を見ながら、

「ワークシート」を埋めてみる…。

ことから始めてみてください。

まずは皆で検討し、

それを観光危機管理計画として

策定しましょう。

39


